












































































































































































































 1986 年 4 月には，客員部門を除き，既設の8研究部門を，数量産業分析，経済計画,資源環境,比較経済の4大研究
部門,12 研究領域に改組，1991 年 4月に研究領域が増設され,13 研究領域となった。その後1994 年 4月に資産経済研
究部門が増設され，5 大研究部門 15 研究傾域となった。2000 年 4 月に金融工学研究センターが設置され，2001 年 10
月には野村証券グループの寄附により「応用金融工学寄附研究部門」（2004年9月まで）が開設された。また，2002年
４月には経済計画研究部門を複雑系経済研究部門に改称した。 




 その後,1981 年 4月,同本館建物は所内の全面改装と併せて4階部分が増築，また，平成9年度には営繕により地下
部分が改修され,4階建て延べ3,150㎡の面積を有することとなった。 
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        4月1日 経済研究所が創設され、産業構造及び比較産業の2研究部門をもって発足する。 
経済学部教授岸本誠二郎、所長に併任される。 
        5月1日 京都大学本部構内に事務部を開設する。 
       12月5日 京都大学経済研究所建築後援会が設立される。 
1963年 4月 1日 経済学郎教授岸本誠二郎、所長に併任される（再任）。 
       8月29日 左京区吉田下阿達町仮建物に移転（研究室の一部は西部構内に存続）。 
1964年 4月 1日 文部省令第10号により、地域経済、資源経済の2研究部門が増設される。 
       7月22日 前記建築後援会による新館建築が着工される。 
1965年 4月 1日 経済研究所教授岸本誠二郎、所長に併任される（再任）。 
       5月22日 新館竣工し、建築後援会より引渡しを受ける。 
       5月24日 新館に移転する。 
1966年3月31日 停年により教授岸本誠二郎退官（1966年4月2日京都大学名誉教授の称号授与される）。 
        4月1日 文部省令第24号により、計画経済、産業統計の2研究部門が増設される。  
経済研究所教授青山秀夫、所長に併任される。 
1968年 4月 1日 経済研究所教授青山秀夫、所長に併任される（再任）。 
 産業構造・資源経済・産業統計の3研究部門は、実験部門となる。 
1970年 4月 1日 経済研究所教授青山秀夫、所長に併任される（再任）。 
1971年12月1日 経済研究所教授馬場正雄、所長に併任される。 
1972年10月5日 創立10周年にあたり記念パーティーならびに所内において記念学術講演会を開催する。 
10月12日 創立 10 周年にあたり記念パーティーならびに大阪・朝日新聞ホールにおいて記念学術講演会を開催
する。 
1973年 4月 1日 停年により教授青山秀夫退官（1973年4月2日京都大学名誉教授の称号授与される）。 
1974年 4月 1日 教授馬場正雄の所長辞任に伴い、教授森口親司が所長事務取扱に就任。 
       7月16日 経済研究所教授尾上久雄、所長に併任される。 
1976年 4月 1日 地域経済研究部門が実験部門になる。 
       7月16日 経済研究所教授尾上久雄、所長に併任される（再任）。 
1977年4月18日 文部省令第15号により環境経済研究部門が増設される。 
1978年 4月 1日 計画経済研究部門が実験部門となる。 
       7月16日 経済研究所教授行澤健三、所長に併任される。 
1979年 4月 1日 文部省令第12号により比較経済体制研究部門が増設される。 
1980年 2月 8日 所長行澤健三の死去に伴い、同日教授宮崎義一が所長事務取扱に就任。 
1981年4月 1日 経済研究所教授宮崎義一、所長に併任される。 
 文部省令第12号により現代経済分析研究部門（客員）が増設される。 
       4月13日 本館研究棟を4階建に増築した。 
1982年 4月 1日 経済研究所教授宮崎義一、所長に併任される（再任）。 
      11月25日 創立25周年にあたり大阪府立文化情報センターにおいて記念学術講演会を開催する。 
      12月2日 創立25周年にあたり所内において記念学術講演会を開催する。 
1983年 4月 1日 文部省令第11号により比較経済分析研究部門（外国人客員）が増設される。 
   停年により教授宮崎義一退官。 
        4月2日 経済研究所教授尾上久雄、所長に併任される。 
        4月5日 京都大学名誉教授岸本誠二郎死去。 
1985年 4月 2日 経済研究所教授尾上久雄、所長に併任される（再任）。 
1986年3月31日 停年により教授尾上久雄退官（1986年4月1日京都大学名誉教授の称号授与される）。 
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        4月1日 経済研究所教授馬場正雄、所長に併任される。 
        4月5日 文部省令第19号により、数量産業分析、経済計画、資源環境、比較経済の大研究部門となり、 
12研究領域に改組される。 
      10月27日 所長馬場正雄の死去に伴い、同日教授小池和男が所長事務取扱に就任。 
1987年 1月 1日 経済研究所教授小池和男、所長に併任される。 
1988年3月31日 教授小池和男退官。 
        4月1日 経済研究所教授杉本昭七、所長に併任される。 
1990年1月23日 経済研究所元教授宮崎義一、京都大学名誉教授の称号授与される。 
        4月1日 経済研究所教授佐和隆光、所長に併任される。 
1991年 4月 1日 1研究領域が増設され、13研究領域となる。 
1992年2月16日 京都大学名誉教授青山秀夫死去。 
        4月1日 経済研究所教授佐和隆光、所長に併任される（再任）。 
      10月15日 創立30周年にあたり経済学部において記念講演会を開催する。 
      10月26日 創立30周年にあたり豊中・干里ライフサイエンスセンターにおいて記念シンポジウムを開催する。 
1993年3月31日 停年により教授瀬尾芙巳子退官（1993年4月1日京都大学名誉教授の称号授与される）。 
         比較経済分析研究部門（外国人客員）の時限が到来した。 
        4月1日 文部省令第19号により国際政治経済研究部門（外国人客員）が新設される。 
1994年 4月 1日 経済研究所教授福地崇生、所長に併任される。 
       6月24日 文部省令第24号により資産経済研究部門が増設され、5大研究部門15研究領域となる。 
1995年3月31日 停年により教授福地崇生退官。 
        4月1日 経済研究所教授佐和隆光、所長に併任される。 
1996年3月31日 停年により教授杉本昭七退官（1996年4月1日京都大学名誉教授の称号授与される）。 
1997年 3月 4日 経済研究所元教授森口親司、福地崇生、京都大学名誉教授の称号授与される。 
        4月1日 大学院エネルギー科学研究科教授佐和隆光、所長に併任される（再任）。 
1998年5月20日 京都大学名誉教授宮崎義一死去。 
1999年 4月 1日 経済研究所教授藤田昌久、所長に併任される。 
2000年 4月 1日 附属金融工学研究センターが新設される。 
2001年 3月 6日 経済研究所元教授青木昌彦、京都大学名誉教授の称号授与される。 
2001年 4月 1日 経済研究所教授佐和隆光、所長に併任される。  
10月 1日  寄附研究部門「応用金融工学（野村証券グループ）研究部門」が開設される。（2004年 
9月30日まで） 
2002年 4月 １日 国立学校設置法の一部を改正する法律により経済計画研究部門が複雑系経済研究部門に改称される。 



























































































































































































 ２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 
教 授 １３ １５ １４ 
助 教 授 ６ ４ ６ 
講 師 ０ ２ ２ 
助 手 ０ ０ １ 
計 １９ ２１ ２３ 
事 務 職 員 ９ １０ １０ 
非常勤職員 ２７ ２６ ２８ 





 教 授 助教授 講 師 助 手 
教員の平均年齢 ５１ 歳 ３８ 歳 ３０ 歳 ３４ 歳 
平均勤続年数 １９ 年 ７ 年 １ 年 １ 年 


















２－２ 職 員 
   
所内教職員名簿（2005年3月31日現在） 
 
所長    佐 和 隆 光 
 
経済情報解析研究部門 
   教   授    塚 谷 恒 雄   実験経済学 
   教   授    小佐野   広   ミクロ計量経済分析 
   教   授    照 山 博 司   マクロ計量経済分析 
   助 教 授    中 嶋 智 之   マクロ計量経済分析 
   講   師    花 薗   誠    ミクロ計量経済分析 
   非常勤講師   前 多 康 男   マクロ経済学と契約理論 
           （慶應義塾大学経済学部 教授） 
   非常勤講師  松 村 敏 弘   産業組織論と契約理論 
           （東京大学社会科学研究所 助教授） 
   技術補佐員   上 田 真 子 
   事務補佐員   藤 本 多津子 
 
経済制度研究部門 
教    授   上 原 一 慶   制度の経済分析 
教    授   坂 井 昭 夫   組織の経済分析 
教    授   溝 端 佐登史  制度の経済分析 
助 教 授   関 口    格   ゲーム理論 
助 教 授   原   千 秋   ゲーム理論 
   非常勤講師  毛 利 良 一   ＩＭＦ改革 
           （日本福祉大学経済学部 教授） 
   非常勤講師  青 柳 真 樹   不完全情報下における動的ゲームの理論 
           （大阪大学社会経済研究所 教授） 
非常勤講師   岡 田   章   ゲーム理論 
（一橋大学大学院経済学研究科 教授） 
   技術補佐員   西 村 法 子 
   事務補佐員   堀 部 恵美子 
 
公共政策研究部門 
   教    授   今 井 晴 雄   資源環境政策 
   教    授   有 賀    健   財政金融政策 
   助 教 授   淺 田    彰   国際公共政策 
   講    師   宇南山   卓   財政金融政策 
助    手   松 岡    巌   資源環境政策 
   非常勤講師  武 藤 滋 夫    ゲーム理論、オペレーションズリサーチ 
           （東京工業大学大学院社会理工学研究科 教授） 
   非常勤講師  堀    敬 一   銀行業の産業組織 
（立命館大学経済学部 助教授） 
非常勤講師  三 好 裕 輔    職業選択に関する実証研究  
（佐賀大学経済学部 専任講師）  
   事務補佐員   木 下 典 子 
 10
   事務補佐員   山 本 理 恵 
 
現代経済分析研究部門（客員） 
   教   授    刈 屋 武 昭   応用金融工学の研究 
           （明治大学大学院グローバル・ビジネス研究科 専任教授） 
助 教 授    永 井 圭 二   確率過程の弱収束とそれに関わる統計的諸問題に関する研究         
（横浜国立大学大学院社会科学研究科 助教授）  
 
金融工学研究センター 
教   授     佐 和 隆 光   金融工学 
教   授     柴 田 章 久    資産市場 
教   授     梶 井 厚 志    コーポレート・ガバナンス 
教   授     西 山 慶 彦    ファイナンス 
   外国人研究員  クラフチェック・ヤセク・ボージャン  国際金融経済研究領域（外国人客員） 
   （客員教授） 
   外国人研究員  ティー・キャン・ヘーン 国際金融経済研究領域（外国人客員） 
   （客員助教授） 
非常勤講師    関 根   順     指数ヘッジ近似解法について 
（客員助教授）（大阪大学大学院基礎工学研究科 助教授） 
非常勤講師    前 川 功 一    時系列分析に関する研究 
（広島大学経済学部教授） 
非常勤講師    宇 井 貴 志    非完備情報ゲームへの新しいアプローチの研究 
（横浜国立大学経済学部助教授） 
非常勤講師    川 崎 能 典    時系列解析における情報量基準とその応用 
（文部科学省統計数理研究所助手） 
事務補佐員   楠 林 暁 子 
事務補佐員   山 本 さら佐 
事務補佐員   江 上 亜 紀 
 
複雑系経済研究センター 
   教   授    藤 田 昌 久   空間経済学 
   教   授    西 村 和 雄   複雑系経済学 
教   授    新後閑   禎   経済動学 
   助 教 授    森   知 也   空間経済学 
   非常勤講師   下 村 和 雄   動学的国際貿易理論 
           （神戸大学経済経営研究所 教授） 
   非常勤講師   佐 藤 泰 裕   都市・地域労働市場の特徴と格差の分析 
           （名古屋大学大学院環境学研究科 講師） 
非常勤研究員  藤 井 由 枝   経済理論の中でも、財政理論における均衡の決定性を分析する 
   技術補佐員   中 村 有 希 
   技術補佐員   中 野 亜 紀 
 
研究部門 
研究員（ＣＯＥ）  渡 邊 直 樹 
研究員（ＣＯＥ）  近 藤 豊 将 
教務補佐員    田 宮 すみ恵 
教務補佐員    木 村 雄 一 
教務補佐員    日野原 伸 生 
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教務補佐員    中 戸 隆一郎 
教務補佐員    早 田 雄 一 
教務補佐員    川 上 充 洋 
事務補佐員    清 水 節 子 
事務補佐員    脇 阪 千 夏 
 
事  務  部 
   事 務 長     古 市   博 
   総 務 掛    岡 田 幸 美（掛長） 
平 野 彰 人（主任）      原   彰 子（掛員） 
小 林 栄 子（事務補佐員）    
   会 計 掛    山 本 嘉 信（掛長）         
中 西 瑞 穂（主任）      山 田 大 輔（掛員） 
藤 井 園 子（事務補佐員）  山 口 ヨシ江(臨時用務員) 
   図 書 掛    沼 澤   博（掛長） 
舩 越 清 美（掛員）      井 上 玲 子（掛員） 




















































  2004年 4月 1日 原 千秋助教授 採用 












2005年 2月 1日 西山慶彦助教授 教授に昇任 
   
応用金融工学（野村証券グループ）寄附研究部門（客員）（2001年10月1日創設） 
森 平 爽一郎 （慶應義塾大学総合政策学部 教授）（客員教授） 
「応用金融工学に関する研究」 
加 藤 康 之 （野村証券株式会社金融研究所 投資技術研究部長）（客員教授） 
「リアルオプション価値評価法、事業リスク評価法の研究」 




   斉     玲 （中国河南大学経済学院 助教授） 
          「内生的出生率を持つ動学的モデルに関する研究」 
          （2004年4月1日～2006年3月31日） 
   崔     岩 （遼寧大学日本研究所 助教授） 
          「２０世紀末に始まった日本経済システムの変革についての研究」 













  孫   一 萱 （日本学術振興会外国人特別研究員） 
          「中国における税制改革の実態と課題」 









武 藤 滋 夫（東京工業大学大学院社会理工学研究科教授）ゲーム理論、オペレーションズリサーチ) 
川 﨑 能 典（文部科学省統計数理研究所助手）時系列解析における情報量基準とその応用 
佐 藤 泰 裕（名古屋大学大学院環境学研究科講師）都市・地域労働市場の特徴と格差の分析 
下 村 和 雄（神戸大学経済経営研究所教授）動学的国際貿易理論 
前 多 康 男（慶應義塾大学経済学部教授）マクロ経済学と契約理論 
松 村 敏 弘（東京大学社会科学研究所助教授）産業組織論と契約理論 
毛 利 良 一（日本福祉大学経済学部教授）ＩＭＦ改革 
青 柳 真 樹（大阪大学社会経済研所教授）不完全情報下における動的ゲームの理論 
宇 井 貴 志（横浜国立大学経済学部助教授）非完備情報ゲームへの新しいアプローチの研究 
堀   敬 一（立命館大学経済学部助教授）銀行業の産業組織 
前 川 功 一（広島大学経済学部教授）時系列分析に関する研究 
森 平 爽一郎（慶應義塾大学総合政策学部教授）年金のリスク分析に関する研究 
岡 田   章（一橋大学大学院経済学研究科教授）ゲーム理論 
関 根   順（大阪大学大学院基礎工学研究科助教授）指数ヘッジ近似解法について 




  藤 井 由 枝  経済理論の中でも、財政理論における均衡の決定性を分析する 
 
ＣＯＥ研究員 
  長 田   進 
小 林 磨 美 
近 藤 豊 将 




崔     岩 （遼寧大学日本研究所 助教授） 
          「２０世紀末に始まった日本経済システムの懸隔についての研究」 
           (2004年1月6日～2005年1月5日) 
 
日本学術振興会特別研究員  
チョルパン・メジェット アスリ 「日本の繊維企業の技術投資と国際競争力の再構築」 
(2004年4月1日～2005年3月31日) （外国人特別研究員） 
 
チャン・ハン ビ 「セーフティネットと日本の金融機関再建」 
(2004年9月1日～2006年8月31日)（外国人特別研究員） 
 
研 修 員 
松 本 俊 哉 「国際経済秩序の再編成と企業の国際競争力」 
(2004年4月1日～2005年3月31日) 
長 田   進 「日本における非都市圏域の設定」 
(2004年10月1日～2004年12月31日) 
小 林 磨 美 「企業統治と企業金融に関する理論的分析」 
(2004年10月1日～2005年3月31日) 
 
２－３ 予 算 
校費・運営費補助金 
                                                  単位（千円） 
 年 度  
項 目 
2002年度 2003 年度 2004 年度 
人 件 費 366,735   379,475   338,972   
物 件 費 133,108   116,803   118,855   
科学研究費補助金 
                                                  単位（百万円） 
 年 度 
研究種目 
2002年度 2003 年度 2004 年度 
件数 １／１ １／１ ０／１ 
特別推進研究 
金額 ３９ ４２ ０ 
件数 １／２ １／１ １／１ 
特定研究領域 
金額 １１ １０ ６ 
件数 ９／１０ １１／１１ ６／６ 
基盤研究 
金額 ３４ ４１ ３１ 
件数 ０／０ ０／０ ０／０ 
萌芽的研究 
金額 ０ ０ ０ 
件数 ２／２ １／１ ４／４ 
若手研究 
金額 １ １ １１ 
件数 １３／１５ ４／１４ １１／１２ 
計 
金額 ８５ ９４ ４８ 
教員一人当たり採択件数 ０．６３ ０．６６ ０．４８ 
    ※件数欄は、交付決定件数／申請件数 
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研究拠点形成費補助金（２１世紀COE） 
                                                  単位（千円） 
 年 度  
名 称 
2002年度 2003 年度 2004 年度 
先端経済分析のインター 
フェイス拠点の形成 
 97,000  114,100   
 
外部資金 
                                                  単位（千円） 
 年 度  
項 目 
2002年度 2003 年度 2004 年度 
件数 1 1  1  
民間等との共同研究 
金額 0  0  0  
件数 6  8 3  
寄  附  金 
金額 48,823 47,880 41,500 
件数 3 0 1  
受 託 研 究 費 
金額 30,500  0 9,100 
件数 10 9  5  
計 
金額 79,323 47,880 50,600 
 
２－４ 図 書 
   
図書（蔵書数）                
                                       (2005年3月31日現在) 
区  分 図  書  冊  数 雑 誌 種 類 数 
和  書 40,119 冊 1,932 種 
洋  書 35,603 冊   495 種 
 
 
   マッケンジー文庫 
     


















敷 地    京都市左京区吉田本町（京都大学本部構内）       2,208㎡ 
    建 物    鉄筋コンクリート４階建                   建面積   695㎡ 














































































































































２１世紀 COE プログラム 
文部科学省による、世界的な研究教育拠点を形成し、国際競争力のある世界最高水準の大学づくりを推進するた


















（１）  金融工学とグローバル・ファイナンス  
（２）  複雑系経済学 
（３）  環境・医療・通信 
（４）  経済情報解析  























































































※  藤田   昌久








































































































































氏名 研  究  課  題
佐和　隆光 日本の構造改革
今井  晴雄 交渉解理論の多面的分析
西村  和雄 教育の経済学
新後閑　禎 経済動学の研究
藤田  昌久 空間経済システムの自己組織化及び構造変化に関する研究
小佐野　広 ストック・オプションの有効性
塚谷  恒雄 中央アジアの環境問題と国際水利権
照山　博司 労働移動の実証分析
上原  一慶 中国における失業問題
溝端佐登史 制度変動からみた市場経済移行理論














研究種目 課題番号 研究代表者名 研究課題名
特定領域研究 12124206 有賀　健 雇用・教育・社会保障におけるリスク分担と市場機能の実証分析
基盤研究(S) 13851002 藤田　昌久 複雑系空間経済学の構築と発展
基盤研究(A) 15252002 塚谷　恒雄 中央アジア砂漠資源の開発保全とアフガニスタン北部農業の創設
基盤研究(B) 15330040 西山　慶彦 セミパラメトリックＥＬ法による統計的推測の１次及び高次漸近理論とその応用
基盤研究(C）（１) 15605002 小佐野　広 株式持合の決定要因と株式持合解消のインパクト
基盤研究(C）（2） 16530116 今井　晴雄 協力ゲーム基礎論の再構築とその応用
基盤研究(C）（2） 14530008 溝端　佐登史 市場移行諸国におけるコーポレート・ガバナンスシステムの変動と国際比較研究
若手研究(Ａ) 16683001 森　知也 空間経済における自己組織化・パターン形成に関する実証・理論分析の方法に関する研究
若手研究(B) 14730014 関口　格 社会における協調と情報ネットワークの関係についての理論的研究
若手研究(B) 16710019 松岡　巌 マネジメントシステムの導入が経済へ与える影響評価
若手研究(B) 16730096 宇南山　卓 日本の家計の消費行動についての実証的研究
特別研究員奨励費 15・52671 高田　公 市場経済移行における金融システム・金融制度構築の国際比較研究
特別研究員奨励費 15・03015 ＳＵＮ，Ｙ． 中国における税制改革の実態と課題
特別研究員奨励費 16・04017 Colpan Meziyet Asli 日本の繊維産業の技術投資と国際競争力の再構築
























年　月　日 報　告　者 所 　　　　属 タイトル
2004年4月8日（木） 渡邊　直樹 京都大学経済研究所 Stable Profit Sharing in Patent Licensing : an Application of Cooperative
2004年4月15日（木） 岡田　章 一橋大学大学院経済学研究科 Inefficiency and social exclusion in a coalition formation game :experimental evidence
2004年4月23日（金） ウラジミール・ロマノフ ZAOMETROREKLAMAイノベーション ロシア企業の現状と発展条件について
2004年4月23日（金） イリーナ・チホツカヤ モスクワ大学地理学部、国際交流基金フェロー、一橋大学 ロシアにおける経済地理学研究のフロンティア
2004年4月23日（金） Drew Fudenberg Harvard University Knife edge or plateau
2004年5月20日（木） 関口　格 京都大学経済研究所 The Folk Theorem for Repeated Games with Observation Costs (joint withEiichi Miyagawa and Yasuyuki Miyahara)
2004年5月25日（火） 堀 敬一 立命館大学経済学部 Network Investment and Competition with Access-to-Bypass
2004年5月13日（木） 宇野　浩司 大阪大学大学院経済学研究科 ポテンシャル・ゲームの基本事項について
2004年5月27日（木） 梶井 厚志・花薗 誠　他 京都大学 他 On the Range of the Risk-Free Interest Rate in Incomplete Markets 他
2004年6月3日（木） 尾山　大輔 東京大学・ウイスコンシン大学 完全予見動学について 　Monotone Methods for Equilibrium Selectionunder Perfect Foresight Dynamics (with J.Hofbauer and S.Takahashi)
2004年6月14日（月） 三野　和雄 大阪大学 Consumption Externalities and Capital Accumulation in an OverlappingGenerations Economy
2004年6月14日（月） 清滝　信宏 London School of Economics A Model of Job and Worker Flows
2004年6月24日（木） 国本　隆 ブラウン大学 Robust Implementation under Approximate Common Knowledge
2004年6月17日（木） 武岡　則男 ロチェスター大学 Subjective probability over a subjective decision tree
2004年7月23日（金） ピーター・ラトランド Wesleyan University in Middletown,Connecticut 上智大学 Alternative Scenarios for Russian Economic Development
2004年7月16日（金） 林 俊介 京都大学大学院情報学研究科 Robust Nash Equilibria and Second-Order Cone Complementarity
2004年5月23日（金） 衣笠　達夫 流通科学大学 ネットワーク資本、外部性と空間経済学
2004年7月17日（土） 前多　康男 慶應義塾大学 Microeconomic Foundation of LLR from the Viewpoint of Payments
2004年7月29日（木） 石黒　真吾 大阪大学 Information Aggregation and Efficiency in Agency Contracts
2004年9月14日（火） Steven Rosefielde University of North Carolina, Chapel Hill Gorbachev's USSR ; Pretense of Westernization
2004年9月17日（金） Jacques Thisse CORE, Universite Catholique de Louvain Trade Costs versus Urban Costs
2004年9月16日（木） 青柳　真樹 大阪大学 Information Feedback in a Dynamic Tournament
2004年9月30日（木） Hisashi Nalamura Chicago大学大学院 Sequential Costly State Verifications under Two-State Markov Chain
2004年10月1日（金） Andars Hernadi
Director of Japan, East and Southeast Asia
Research Centre, Institute for World
Economics of the Hungarian Academy of
What has and has not changed in the CEECs in the course of the EU's
enlargement process
2004年10月14日（木） 大西　一弘 大阪大学 Strategic Investment in a New Mixed Market
2004年10月14日（木） 藤中　裕二 神戸大学大学院経済学研究科 On the marginality principle in partition function form games
2004年10月16日（土） 松村　敏弘 東京大学 Welfare-deteriorating Leadership by State-owned Public Enterprise





The Moral Vacuum in Contemporary Russia
2004年10月26日（火） オルガ・コレニコヴァ 島根県立大学、ロシア科学アカデミー社会経済人口問題研究所経済社会学部門 Contemporary Tendencies in Sphere of Safety Population in Russia
26
年　月　日 報　告　者 所 　　　　属 タイトル
2004年10月27日（水） 山本　けい子 岐阜大学工学研究科 カーネル型確率密度関数推定のためのブートストラップ・プラグインバンド
2004年10月27日（水） Chongwoo Choe University of New South Wales Delegated Contracting and Corporate Hierarchies
2004年10月27日（水） 寒河江　雅彦 岐阜大学工学部 Maximum Likelihood Estimation from Local Moments
2004年10月28日（木） 肥前　洋一 北海道大学 Does a Least Preferred Candidate Win a Seat? Voting Equilibrium UnderSingle Nontransferable Voting, Open-List and Closed-List Proportional
2004年11月4日（木） 宇井　貴志 横浜国立大学 凹ポテンシャルゲームの均衡の一意性とその拡張
2004年11月5日（金） イヴァン・ベリャーチ University of Pecs Determinants of Capital Structure of Hungarian Firms in Transition
2004年11月5日（金） エヴァ・オジュワルド ハンガリー科学アカデミー経済研究所 The European Model of Corporate Governance : Will Hungary Converge?
2004年11月11日（木） 西條　辰義 大阪大学 Secure Implementation : Strategy-Proof Mechanisms Reconsidered
2004年11月19日（金） Alessandro Lizzeri New York University Storable Good Monopoly
2004年11月29日（月） John Hillas オークランド大学 Some Recent Results and Examples Concerning Strategic Stability
2004年12月8日（水） 安達　裕之 東洋大学 From two-sided matching problems to combinatorial auctions
2004年12月16日（木） 下地　誠 横浜国立大学 Playable Games with Observed Deviators (with Joel Watson)
2004年12月18日（土） 笠井　達彦 財団法人日本国際問題研究所 ロシアの連邦制度改革
2005年1月28日（金） 林　文夫 東京大学 The Depressing Effect of Agriculture Institutions on the Prewar JapaneseEconomy
2005年1月20日（木） 野口　光宣 名城大学 Equilibrium distributions with externalities (Joint Paper with William Zame)
2005年1月27日（木） 瀧井　克也 大阪大学 The Endogenous Growth and Decline of a Firm
2005年2月3日（木） グレーヴァ　香子 慶應義塾大学 Trust-Building and Its Exploitation in Voluntarily Repeated Prisoner'sDilemma (joint with M.Okuno-Fujiwara and N.Suzuki)
2005年2月10日（木） Vladimir Petkov Victoria University of Wellington Markovian Payoff Allocation in Dynamic Bilateral Monopolies (joint withJacek Krawczyk)
2005年2月22日（火） 阿部　修人 一橋大学経済研究所 ライフサイクルにおける消費水準の決定：予備的動機とライフサイクル動機に関する構造推定
2005年2月24日（木） 三好　祐輔 佐賀大学経済学部 株主優待券と配当の関係－企業財務、コーポレート・ガバナンスからの視
2005年2月17日（木） Byoung Heon Jun 高麗大学 Anti-Limit-Pricing
2005年3月10日（木） 武藤　滋夫 東京工業大学 The Bargaining Outcomes of Patent Licensing in the Bertrand Duopolywith Differentiated Commodities
2005年3月3日（木） 原　千秋 京都大学経済研究所 Efficient Risk-Sharing Rules with Heterogeneous Risk Attitudes andBackground Risks (and other topics)




溝端佐登史 2004年6月7日 ～ 2004年6月16日 ロシア モスクワ大学経済学部で国際シンポジウムに参加及び報告
有賀健 2004年3月29日 ～ 2004年6月2日 アメリカ合衆国 「学校から職場へ：職業キャリア選択の日米比較実証分析」に関する研究
梶井厚志 2004年4月1日 ～ 2004年4月5日 台湾（中華民国） the Workshop on Game and Economic Theory に参加及び資料収集
原千秋 2004年4月19日 ～ 2004年7月1日 連合王国 ケンブリッジ大学にて研究打ち合わせ
藤田昌久 2004年4月25日 ～ 2004年4月29日 香港（中華人民共和国） 「国際研究交流促進」に関する現地調査
西村和雄 2004年4月25日 ～ 2004年4月29日 香港（中華人民共和国） 国際経済動学の共同研究
藤田昌久 2004年5月20日 ～ 2004年6月8日 フランス、ポルトガル 複雑系空間経済学に関する研究討議
塚谷恒雄 2004年5月28日 ～ 2004年6月4日 ウズベキスタン 「中央アジア砂漠資源の開発保全とアフガニスタン北部農業の創設」に係る研究打
森知也 2004年6月3日 ～ 2004年6月16日 ポルトガル、フランス 空間経済学のワークショップ出席、資料収集、複雑系空間経済学に関する研究打
今井晴雄 2004年6月11日 ～ 2004年6月19日 ドイツ 国連の温暖化に関する枠組会議出席
西村和雄 2004年6月11日 ～ 2004年6月15日 台湾（中華民国） 中華経済研究院において経済動学に関する議論
小佐野広 2004年6月16日 ～ 2004年6月23日 カナダ リアル・オプションに関する第8回国際コンファランス出席
松岡巌 2004年6月28日 ～ 2004年7月6日 スペイン 宇宙太陽光発電学会２００４出席、資料収集
西山慶彦 2004年6月29日 ～ 2004年7月2日 韓国 ２００４年世界計量経済学会へ出席、資料収集
花薗誠 2004年6月29日 ～ 2004年7月2日 韓国 ２００４年世界計量経済学会へ出席、資料収集
今井晴雄 2004年7月2日 ～ 2004年7月17日 フランス、スペイン ゲーム理論世界会議／スペインゲーム理論学会出席へ出席、資料収集
関口格 2004年7月2日 ～ 2004年7月13日 フランス ゲーム理論世界会議出席、資料収集
花薗誠 2004年7月3日 ～ 2004年7月13日 フランス ゲーム理論世界会議出席、資料収集
藤田昌久 2004年7月10日 ～ 2004年7月18日 タイ、ミャンマー 「国際研究交流促進」に関する現地調査、資料収集
宇南山卓 2004年7月10日 ～ 2004年8月2日 アメリカ合衆国 NBER Summer Institute Monetary Economics Workshopへ出席、資料収集
原千秋 2004年7月14日 ～ 2004年9月22日 連合王国 非対称情報下におけるコアについての研究打ち合わせ
今井晴雄 2004年7月22日 ～ 2004年8月5日 アメリカ合衆国 「PISTA04」出席、資料収集
塚谷恒雄 2004年8月17日 ～ 2004年9月10日 ウズベキスタン、タジキスタン、
「中央アジア砂漠資源の開発保全とアフガニスタン北部農業の創設」にかかる共同
研究打ち合わせ
小佐野広 2004年8月18日 ～ 2004年8月28日 オランダ 金融工学にかかるヨーロッパ・ファイナンス学会出席・情報収集
関口格 2004年8月19日 ～ 2004年8月26日 スペイン ＥＳＥＭ２００４出席、「社会における協調と情報ネットワークの関係についての理論的研究」に関する資料収集
有賀健 2004年8月28日 ～ 2004年8月27日 アメリカ合衆国 「雇用・教育・社会保障におけるリスク分担と市場機能の実証分析」に関する研究
藤田昌久 2004年9月18日 ～ 2004年9月23日 中華人民共和国 空間経済学に関する講義、討議及び資料収集
梶井厚志 2004年9月28日 ～ 2004年10月13日 アメリカ合衆国 金融工学に関するセミナー発表及び資料収集
宇南山卓 2004年10月1日 ～ 2004年12月7日 キプロス、ギリシャ、エジプト 「消費行動」についてのセミナー開催及び公共政策に関する資料収集
塚谷恒雄 2004年10月5日 ～ 2004年10月12日 ウズベキスタン UNESCO／IICAS会議の事前打合せ及び同会議に出席
藤田昌久 2004年10月20日 ～ 2004年10月25日 インドネシア 東アジアの地域統合に係る現地調査（セミナー、工場視察、企業訪問等）
関口格 2004年10月21日 ～ 2004年10月26日 ドイツ コンファレンス“Collusion and Cartels”にて研究発表及びディスカッション
藤田昌久 2004年11月11日 ～ 2004年11月15日 アメリカ合衆国 北米地域学会第５１回年次大会で空間経済学に関する研究発表及び討議
梶井厚志 2004年11月13日 ～ 2004年12月3日 ニュージーランドオーストラリア 「ゲーム理論のフロンティア」に関する資料収集及びセミナー発表







関口格 2005年1月2日 ～ 2005年1月12日 アメリカ合衆国 制度のゲーム分析のための共同研究及び資料収集AEA Annual Meetingにて制度のゲーム分析のための共同研究及び資料収集
小佐野広 2005年1月5日 ～ 2005年1月11日 アメリカ合衆国 企業金融に関する資料収集アメリカンファイナンス学会出席
藤田昌久 2005年1月29日 ～ 2005年2月6日 中華民国 複雑系空間経済学に関する共同研究
梶井厚志 2005年2月14日 ～ 2005年2月19日 中華人民共和国 「先端経済分析のインターフェイス拠点の形成」に係るセミナー発表及び資料収集
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      テーマ「中国の経済改革」  
      於：宮崎産業経営大学経済学部、1996 年 10 月８日。  
23．大阪市立大学経済学部企画講座『現代中国経済の解剖』・講演  
      テーマ「中国の国有企業改革－現状と展望－」  
      於：大阪市立大学、1996 年 10 月 29 日。  
24．日本貿易振興会平成８年度第６回中国経済研究会講演  
      「中国国有企業改革の現状分析」  
      於：日本貿易振興会９Ｂ会議室、1996 年 11 月 28 日。  
25．平成８年度第１回対中民間協力専門家派遣事前研修・講演  
   テーマ：「中国の国有企業改革－現状と展望－」  
   於：海外技術者研修協会 関西研修センター、1996 年 12 月５日。             
26．京都大学経済研究所・（財）総合経済研究所主催公開シンポジウム  
   「東アジアの『奇跡』は＜幻＞なのか」のパネリスト  
        小浜裕久（静岡県立大学国際関係学部）・高坂章（大阪大学国際公共政策研究科）・  
        坪井善明（北海道大学法学部）・羅福全（国連大学主席学術官）・上原一慶  
        コーディネーター：佐和隆光  
   於：京大会館、1997 年１月 24 日。   
27．緊急座談会「鄧小平死去 改革開放の矛盾どう克服」  
   吉田富男（仏教大学）・上原一慶・季衛東（神戸大学）  
   『京都新聞』1997 年２月 21 日。  
28．国有企業改革勉強会における講演  
      テーマ：「中国の国有企業改革－現状と展望－」  
      於：（財）日中経済協会会議室、1997 年４月 21 日。  
29．重点領域研究 113｢現代中国の構造変動」   1997 年春季第３回全体研究集会  
    国際シンポジウム「中国に於ける漸進主義的改革の再検討－国際比較の視点から」司会  
    （報告者：中兼和津次・Ｗ ing Ｔhye Ｗoo・Ｔhomas Ｇ .Ｒawski・  ・ 綱）  
    於：横浜シンポジア、1997 年５月 10 日。  
30．中国・スラブ領域研究合同シンポジウム『体制変容下のスラブ・中国』  
    第１セッション「市場経済化と国際的契機」報告  
     テーマ：「移行期の中国経済をどのようにとらえるか」  
      於：北海道大学スラブ研究センター、1997 年７月 16 日。  
31．第 49 回軽井沢夏期大学・講演  
   テーマ：「・ 小平後の中国経済－国有企業改革を中心に－」  
      於：軽井沢町公民館、1997 年８月４日。  
32．ＮＨＫクローズアップ現代「めざせ従業員半減」・ゲスト出演  
      於：ＮＨＫ、1997 年８月 19 日（午後９時半～10 時）。  
33．三田市中央公民館主催講座  
  アジアフォーラム '97（「これからのアジアと日本を考える」）・講演  
      テーマ：「・ 小平後の中国経済のゆくえ－発展するアジア経済を探る－」  
      於：フラワータウン市民センター、1997 年８月 30 日。  
34．第２回北京国際交流会議・予定討論  
      主催 アジア太平洋フォーラム  
   共催 中国国際信託投資公司（ＣＩＴＩＣ）、中信旅遊総公司  
     後援 日本大使館  
     「21 世紀の展望－日中関係と世界」  
      於：京城大厦（ＣＩＴＩＣ本社ビル）ＢＩＦ国際会議庁、1997 年９月 29 日。  
35．日本現代中国学会第 47 回全国学術大会  
    共通論題「歴史のなかの 1997 年－香港統合以後の中国ナショナリズム－」・経済分野座長  
      於：福島大学、1997 年 10 月 12 日。  
36．第二次中国国別援助研究会・第３回研究会・報告  
    国際協力事業団・国際協力総合研修所・主催  
      テーマ：「工業開発」  
      於：国際協力総合研修所・大会議室、1997 年 10 月 21 日。  
37．平成９年度第１回対中民間協力型専門家派遣前研修・講義  
      テーマ：「中国企業のしくみ－国有企業改革の背景と展望ー」  
      於：関西研修センター、1997 年 12 月２日。  
38．第 27 回大阪総合科学シンポジウム「人間と地球の未来を展望する」（日本科学者会議大阪支部主  
  催）第８分科会（「中国：21 世紀の課題」）報告  
      テーマ：「国有企業の現状と改革の展望」  
      於：関西大学 100 周年記念館、1998 年４月 26 日。  
39．比較経済体制学会第 38 回全国大会  
    共通論題『移行国における政府の役割とは』司会  
    於：北陸大学、1998 年６月６、７日。  
40．第 376 回京都工業クラブ例会・講演  
      テーマ：新体制後の中国   経済状況を中心に  
      於：京都工業会館、1998 年７月 17 日。  
41．1998 年度日中経済協会訪中代表団事前レクチャー・講演  
      テーマ：中国国有企業改革の現状と課題  
      於：霞が関東京会館シルバースタールーム、1998 年７月 31 日。  
    （鮫嶋敬治・日本経済研究センター客員研究委員「中国の最近の政治・経済動向」  
      真野輝彦・株式会社東京三菱銀行参与「中国を取り巻く国際金融情勢」  
      上原一慶・同上  
      菱田一雄・ＯＥＣＦ技術参与「中国の環境問題の現状と課題」）。  
42．中国国有企業改革合同研究会・座長（日本側主査）  
      国家経済貿易委員会総合司・馬建堂司長等中国代表団との合同研究会  
      於：東条会館、1998 年 10 月 22 日。  
43．第５回中国投資実務セミナー・講演（静岡県日中友好協議会）  
      テーマ：朱鎔基の悩み～国有企業改革  
      於：日興会館（静岡市）久能の間、1998 年 10 月 26 日。  
44．アジア政経学会第 52 回全国大会・主催（実行委員長）  
      於：京都大学、1998 年 10 月 31 日、11 月１日。  
45．大蔵省財政金融研究所第４回中国研究会・報告  
      テーマ：国有企業改革の現状と課題  
      於：大蔵省本省「国際会議室」、1998 年 12 月８日。  
46．福井県立大学大学院経済・経営研究科ワークショップ９（経済の国際化と中国）  
  ゲストスピーカー  
      テーマ：改革開放政策下の中国－国有企業改革を中心に－  
      於：福井県立大学、1999 年１月 30 日。  
47．中国国有企業改革合同研究会・座長（日本側主査）  
      国家経済貿易委員会総合司・馬建堂司長等中国側との合同研究会  
      於：北京・長富宮飯店、1999 年１月 18 日。  
48．平成 10 年度日中経済協会調査委員会第３回会議・基調報告  
       テーマ：中国の国有企業改革  
      於：日中経済協会会議室、1999 年３月 23 日。  
49．京都大学春秋講義・ ・ 99 春秋講座（春季）・講演  
      テーマ：中国の国有企業改革の現状とゆくえ  
      於：京都大学・法経第２教室、1999 年６月９日。  
50．アジア政経学会西日本部会第 39 回大会  
      共通論題『中国建国 50 年を総括する』・座長  
      於：西南学院大学、1999 年６月 19 日。  
51．日中経済協会「中国経済勉強会」・報告  
      テーマ：中国経済の現状と有望産業  
      於：通産省会議室、1999 年７月６日。  
52．日本科学者会議岐阜支部講演  
      テーマ：中国国有企業改革の現状と課題  
      於：岐阜大学柳戸会館、1999 年７月 13 日。  
53．大阪経済大学中小企業研究会講演  
      テーマ：中国の中小企業振興政策の現状と課題  
      於：大阪経済大学、1999 年７月 26 日。  
54．日本現代中国学会第 50 回全国学術大会  
      第２分科会（歴史・社会）、第５報告、第６報告司会  
      於：京都大学、2000 年 10 月 21 日。  
55．中国経営管理学会第２回研究大会  
  大会テーマ：21 世紀中国企業の将来像－国有企業と私営企業の経営比較  
    シンポジウム・コメンテーター  
  於：関西学院大学、2001 年５月 19 日。  
56．アジア政経学会西日本部会大会  
  第２分科会（中国関係部会）  
  内藤二郎報告（「発展途上国の分権化と地方財政－中国を中心に」）コメンテーター  
  於：立命館アジア太平洋大学、2001 年６月 23 日。  
57．日本現代中国学会関西部会夏季研究集会  
  シンポジウム（「中国の西部大開発－21 世紀のスプリングバードとなるか」）  
    石田浩報告・ディスカッサント  
  於：大阪市立大学文化交流センター、2001 年６月 30 日。  
58．大阪経済大学創立 70 周年記念関連事業  
  中小企業・経営研究所創立 40 周年記念プレ・シンポジウム  
    「国際シンポジウム 2001」  
  21 世紀東アジアの中小企業－日本・韓国・中国の中小企業政策と中小企業像－  
  金鳳徳報告（「中国経済の持続的発展にかかわる民間企業と中小企業」－中国、日本、韓国にお  
  ける中小企業発展の比較分析－）へのコメント  
  於：大阪経済大学 50 周年記念館、2001 年 10 月 13 日。  
59．明治学院大学産業経済研究所国際シンポジウム・経済学部創立 50 周年記念  
  明治学院大学産業経済研究所：主催  
    「中国のＷＴＯ加盟とその影響」  
    許光建（中国人民大学教授、公共管理学院副院長）「中国のＷＴＯ加盟の中国経済への影響」  
    呉 微（中国人民大学教授、元計画統計学院院長）「中国のマクロ経済情勢と政策分析」  
    コメンテーター：上原   一慶  
    於：明治学院大学白金校舎・新本館 10 階大会議室、2001 年 11 月 20 日。  
60．アジア政経学会第 55 回全国大会  
    自由論題Ⅰ（中国経済）・座長  
    於：沖縄県万国津梁館、2001 年 12 月８日。  
61．第 16 回国際経済動態研究センターシンポジウム・第 16 回キタン国際学術シンポジウム  
    主催：名古屋大学大学院経済学研究科付属国際経済動態研究センター  
      社団法人 キタン会  
  後援：朝日新聞社・東海財務局・名古屋商工会議所  
    「東アジア地域協力の共同設計－Co-Design for a New East Asia after the Crisis-」  
    報告者：金泳●（KIM Yong-Ho）、榊原英資、胡鞍鋼、Walden BELLO、宋林飛、Chris BAKER 
            平川均  
    胡鞍鋼「中国の東アジア自由貿易協定政策」に対するコメント  
    於：名古屋大学シンポジオンホール、2002 年２月７日。  
62．日本現代中国学会関西部会春季研究集会  
    「若手研究者の現代中国論」  
    政治経済分科会（午後の部）司会  
  於：大阪市立大学文化交流センター、2002 年３月２日。  
63．大阪商工交流会 2002 
  第７分科会（「モノづくりと中国経済」）・助言者  
  於：大阪産業創造館、2002 年９月８日。  
64．アジア政経学会第 56 回全国大会  
    自由論題Ｄ（政治と文化）・座長  
    於：神戸大学、2002 年 10 月 26 日。  
65．日本現代中国学会関西部会春季研究集会  
    「現代中国研究の新動向」  
    政治経済分科会（午後の部）司会  
  於：大阪市立大学文化交流センター、2003 年３月８日。  
66．アジア政経学会西日本大会  
  共通論題Ⅰ：「グローバル化とアジア経済」佐々木信彰報告・コメンテーター  
    於：甲南大学、2003 年６月 14 日。  
67．日中友好経済懇話会・講演  
  「チャイナ・リスクの検討－対中進出企業調査を踏まえて」  
    於：ハートピア京都、2003 年９月 11 日。  
68．日本現代中国学会第 53 回全国学術大会  
  共通論題：「世界のなかの中国－強権体制・経済発展・地域格差・社会不安の先は－」  
  川井報告「中国上場企業のガバナンスの性格について」・コメンテーター  
  於：大阪市立大学学術情報総合センター、2003 年 10 月 19 日  
69．日本現代中国学会関西部会春季研究集会  
    政治経済分科会（午後の部）司会  
    於：大阪市立大学文化交流センター、2004 年２月 28 日。  
70．中国現代史研究会 2004 年総会・研究集会  
    シンポジウム：現代中国における「統合」と「分節化」Ⅰ  
  報告者：菱田雅晴（静岡県立大学）、奥村哲（東京都立大学）  
  総合司会：上原一慶  
  於：ＫＫＲびわこ、2004 年３月 27 日。  
71．比較経営学会第 29 回大会  
  統一論題：持続可能な社会と比較経営研究の展開、第三セッション、司会  
  於：長崎大学経済学部、2004 年５月 15 日。  
81．日中ビジネスアライアンス研究会・報告  
    「国有企業改革の現状と中央企業の再編、改造」  
    於：日中経済協会本部、2004 年５月 26 日。  
82．比較経済体制学会第 44 回全国大会  
  第４分科会「中国経済市場化の現段階」・司会  
    於：大阪経済大学、2004 年６月５日。  
83．第 449 回京都工業クラブ例会・講演  
      テーマ：中国経済のゆくえ－不公平をともなう急成長、不安定要因を内包した発展  
      於：京都工業会館、2004 年８月 20 日。  
 84．社会主義理論学会主催・武漢大学訪日団との交流会  
    「社会主義中国の現実と課題」コメンテーター  
    於：大阪産業大学梅田サテライト教室・2004 年 11 月 10 日。  
85．現代中国ビジネス研究講座「変貌する中国の事業環境と今後の経営戦略の展望」  
  主催：大阪商業大学・財団法人関西生産性本部  
  第１回「中国経済の行方と現地経営上の留意点」講演  




































































































































































































































































New Phases of Japanese Public Finance: Financial Policies for Business Promotion
and Change of Economic Structure, The Review of Economics and Business



















































































































































































































































 溝端 佐登史（みぞばた さとし） 
所属：京都大学 経済研究所 
      京都市左京区吉田本町 606－8501 
      Tel：075－753－7144 
      Fax：075－753－7148 
      Email:mizobata@kier.kyoto-u.ac.jp 
 
2005年 3月 31日現在 
 
１）略歴 
生年月日：1955年 12月 10日  （大阪府貝塚市） 
 




    学歴 
1979年 3月  大阪外国語大学外国語学部ロシア語学科卒業 
1981年 3月  京都大学大学院経済学研究科修士課程修了 
1987年 3月  京都大学大学院経済学研究科博士後期課程退学 
学位： 1997年 3月 京都大学経済学博士 
 
   職歴 
1987年 4月－1990年 3月  岐阜経済大学経済学部専任講師 
1990年 4月－1991年 3月  岐阜経済大学経済学部助教授 
1991年 4月－2002 年 3月 京都大学経済研究所助教授 
2002年 4月－現在        京都大学経済研究所教授 (現職) 
 
  その他 
1995年 9月～1996年 7月  Honorary Research Fellow, Centre for Russian and East European 
Studies(CREES), The University of Birmingham, U.K.（文部省在外研究員） 
1996年 4月 Visiting Researcher, The Institute of Economics, Hungarian Academy of Sciences, 
Hungary 
1996年 10月 Visiting Scholar, Faculty of Economics, The Seoul National University, South Korea 
1998年 4月   Visiting Researcher, The Institute of Economics, Hungarian Academy 
of Sciences, Hungary 
1999年 10月～1999年 12月  Visiting Researcher, Faculty of Economics, The Moscow State 
University, Russia 
2001年 3月～2001年 5月 Visiting Researcher, The Institute of Economics, Russian Academy of 
Science, The Social-Economic Institute of Population Problems, Academy of Sciences, Moscow, 
Russia（文部科学省新規技術開発海外動向調査研究員） 
2005年 3月～2005年 5月 Invited Professor, University Paris 7, France.（京都大学学術協定） 
 
この間、1989年 8～9月、1992年 9月、1993年 2～4月（ロシア労働・社会関係アカデミ
ー）、1994年にロシア経済調査で現地調査、1988年 12月中国現地調査、1994年 3月旧東









所属学会：比較経営学会（常任理事），比較経済体制学会，The Japanese Society for Slavic and 
East European Studies（JSSEES: 日本スラブ東欧学会，理事），国際経済学会（幹事），経済
理論学会，ロシア・東欧学会会員（理事, 編集委員会副委員長），アジア経営学会，British 
Association for Slavonic and East European Studies（BASEES: 英国スラブ・東欧学会），環日
本海学会，『比較経済体制研究』編集代表, アメリカ AAASS(アメリカスラヴ研究促進学会), 




















1. 『経済システムの転換―20世紀社会主義の実験』（木原正雄, 溝端佐登史, 大西広編）
世界思想社, 1993年 7月。 
2. 『再生に転じるロシア』（田中雄三, 溝端佐登史, 大西広編）つむぎ出版, 1993年 11月。 
3. 『ロシア・東欧経済―体制転換期の構図』（小野堅, 岡本武, 溝端佐登史編）世界思想
社, 1994年 9月。 
4. 『ロシア経済』（小野堅, 岡本武, 溝端佐登史編）世界思想社, 1998年 5月。 
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